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1.  平成22年3月期第3四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 8,152 △6.3 △111 ― △63 ― △77 ―
21年3月期第3四半期 8,697 ― 232 ― 254 ― 98 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 △8.83 ―
21年3月期第3四半期 12.11 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 8,245 2,701 32.8 309.70
21年3月期 8,094 2,884 35.6 330.71

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  2,701百万円 21年3月期  2,884百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 6.50 ― 6.50 13.00
22年3月期 ― 6.50 ―
22年3月期 

（予想）
6.50 13.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 11,500 △8.2 0 ― 40 △91.3 △20 ― △2.29
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は、様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】「３．連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 8,800,000株 21年3月期  8,800,000株
② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  78,398株 21年3月期  78,398株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第3四半期 8,721,602株 21年3月期第3四半期 8,092,634株

－2－



       

 

【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、鉱工業生産等の各種指標や景況感において景気

持ち直しとの判断があり、雇用や設備の過剰感も和らぐ兆しが見えてきておりますが、実体経済は厳

しい状況のまま推移いたしました。 
当情報サービス産業におきましても、企業のＩＴ投資に対する姿勢は多少上向いた状況が感じられ

ますが、経費削減のためのさまざまな要求や少ない案件への各社アプローチも激しさを増し、受注環

境は依然厳しい状況が続きました。 
このような厳しい状況を乗り越えるため、当社グループにおきましては、以下の施策を進めてまい

りました。 

① ＩＴ関連の各事業部間の枠を取り払い、各営業情報を共有し業務受注を第１の優先課題とする

ことで広範囲での受注につなげ、社員稼働率を向上させる。 

② パッケージソリューションにおいて価格バリエーションを整えることで顧客対象範囲を広げ、

早期に受注を確保することで事業化に目処をつける。 

③ パーキングシステム事業においては、ＥＣＯに対する社会認識の高まりの中で、当社の先行優

位性及び提案力を最大限活用することで、さらなる事業拡大を目指す。 

さらに、パーキングシステム事業における駐輪場工事の効率化やサービス向上のために、東京都の

特定建設業の認可を取得いたしました。また、前連結会計年度から開発してまいりました、自社製の

Ｓｕｉｃａ対応精算機が検査に合格し、６月に完成いたしました。これにより、今まで以上に当該精

算機を首都圏で導入することができ、駐輪場利用者へのサービス向上が図れるものと思います。新し

い試みとして、パリやバルセロナで実際に自転車活用のモデルとして事業化されているコミュニティ

サイクル（※１）の日本版を目指し、10月から２ヶ月間環境省主催で行われた都市型コミュニティサ

イクルの丸の内地域での社会実験にも参画し、今後エコステーションと並ぶ第二の自転車関連事業と

してのエコポートの準備も着々と進めております。 

（※１）コミュニティサイクル 

    この事業は、自転車の貸し出し・返却の拠点をサービス地域内に複数箇所設置し、利用者が各拠点に

設置してある自転車を自由に利用・返却でき、利用時間によって課金するサービスを提供するものです。

当社では、この事業をエコポートと名付けております。 

このような施策を積極的に推進してまいりましたが、ＩＴ関連事業において、既存顧客の新規開発

案件凍結や保守業務の縮小など業務量が減少したこと、また、前連結会計年度から開発しております

大規模案件の第３四半期でのさらなる工数増による採算の悪化や既存顧客からの経費削減要求を受

け、業績は大幅に落ち込むこととなりました。 

パーキングシステム事業においては、営業力の強化や代理店との協力体制強化で大幅に業績を伸ば

すことができたものの、ＩＴ関連事業の業績の落ち込みを補うことはできませんでした。 

子会社の株式会社ゼクシスは、既存顧客のＩＴ投資予算絞込みで新規案件等の受注は苦戦しました

が、継続案件の落ち込みはある程度抑えることができ、第３四半期累計期間の売上、利益はほぼ予定

通りの業績を上げることができました。株式会社日本システムリサーチは、当業界における要員派遣

の需要が低迷し派遣要員数を減少させたことで売上は落ちましたが、経費の削減努力が奏功し、利益

を確保することができました。 
以上により、当第３四半期連結累計期間の売上高は8,152百万円（前年同期比6.3％減）、営業損失

は111百万円（前年同期は営業利益232百万円）、経常損失は63百万円（前年同期は経常利益254百万

円）、四半期純損失は77百万円（前年同期は四半期純利益98百万円）となりました。 
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セグメント別の概況につきましては、システム開発事業は、既存顧客のＩＴ投資は少し増加の兆し

が見えるものの、受注環境は厳しいまま推移したため新規案件の受注は伸びず、保守業務も縮小した

ままとなりました。また、新規顧客に対してさまざまなアプローチを行いましたが、ＩＴ投資の絞り

込みが厳しく業務を受注できなかったため、要員の空きが発生してしまいました。前連結会計年度か

らの継続案件である大規模プロジェクトにおいても、手戻りの発生などによる工数の大幅増が影響し

採算を大きく悪化させてしまいました。パッケージソリューションにおいては、引き合いは多くソリ

ューションに対する評価は高いものの、受注件数を伸ばすことができず厳しい状況が続きました。こ

れらにより、売上高3,822百万円（前年同期比19.5％減）、売上総利益332百万円（前年同期比58.1％

減）となりました。 

サポート＆サービス事業も、経費削減要求による価格調整を余儀なくされたことなどで、売上・利

益を伸ばすことができませんでした。また、マネージドサービスセンター業務（※２）においても、

引き合いや見学希望は多いものの受注までに至った業務は少なく、売上高1,695百万円（前年同期比

13.1％減）、売上総利益269百万円（前年同期比3.3％減）となりました。 

（※２）マネージドサービスセンター 

このサービスは、お客様のシステム運用部門に代わり24時間365日障害対応やシステム運用・保守まで、

お客様のＩＴインフラ全体をサポートするものです。 

 

パーキングシステム事業は、低炭素社会に向けた社会的な意識の高まりから自転車を取り巻く都市

環境の整備が進んでおり、駐輪場整備への要求やコミュニティサイクルの関心などもますます高まっ

てきております。このような環境において、営業力の強化や代理店との協力体制強化を推進し、利用

者の利便性を追求する経営姿勢などの実績が評価され、首都圏での受注を順調に伸ばすことができま

した。また、大阪、名古屋を含めた都市部での代理店売上も順調に伸びたことで、当第３四半期累計

期間の売上、利益を大幅に伸ばすことができ、売上高2,499百万円（前年同期比37.7％増）、売上総

利益459百万円（前年同期比23.1％増）となりました。 
 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間の財政状態は以下のとおりであります。 

総資産は、前連結会計年度末に比べ151百万円増加し、8,245百万円となりました。増加した主なも

のは、リース投資資産の413百万円、現金及び預金の332百万円及び仕掛品の221百万円であります。

一方、減少した主なものは、受取手形及び売掛金の957百万円であります。 

負債は、前連結会計年度末に比べ334百万円増加し、5,544百万円となりました。増加した主なもの

は、リース債務の475百万円であります。一方、減少した主なものは、買掛金の263百万円であります。 

また、純資産は、前連結会計年度末に比べ183百万円減少し、2,701百万円となり、自己資本比率は、

前連結会計年度末の35.6％から32.8％となっております。 

 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

当期におけるわが国経済は、一部持ち直してきているとの判断がなされておりますが、実体経済は

なかなか上向く様子が見えず、第４四半期においてもさまざまな環境変化に影響をうけ、不透明なま

ま推移するものと思われます。 

当情報サービス産業におきましても、景気や企業業績の状況変化によってＩＴ投資意欲も左右され、

受注環境は厳しい状況が続くものと思われます。 

このような状況のもと、当社グループのＩＴ関連事業におきましては、前連結会計年度からの継続

案件で採算が大きく悪化した大規模プロジェクトも無事稼動いたしました。しかしながら、第３四半

期までの新規案件受注が低調であったため、業務量の不足やプロジェクトの立ち上がりの遅れなどで

開発要員の空きが発生すると思われます。今後も子会社を含めた情報共有を確実に行い、総力をあげ

て案件受注に注力するとともに、プロジェクト管理を徹底的に行うことで、売上・利益の確保に全力

をあげて対処してまいります。 
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パーキングシステム事業におきましては、環境意識の高まりでさらに自転車利用が伸びると思われ、

既存駐輪場の回転率が高まり収益を押し上げるものと思われます。また、新規駐輪場建設に対する要

望も多く寄せられており、特定建設業の認可や自社製Ｓｕｉｃａ対応精算機の完成等で一層のサービ

ス向上が図られることにより、これら案件を確実に受注できるものと思われます。しかしながら、Ｉ

Ｔ関連事業の低迷をパーキングシステム事業の業績で補うことは困難であると思われます。 

なお、当連結会計年度の業績予想につきましては、平成 21 年 10 月 15 日に修正し、売上高 11,500

百万円、営業利益 0百万円、経常利益 40 百万円、当期純損失 20 百万円といたしました。 

 

４．その他 

（1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

     該当事項はありません。 

 

（2）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

    税金費用の計算 

当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見積実効

税率を乗じて計算する方法によっております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

 

（3）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

工事契約に関する会計基準の適用 

受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、検収基準を適用しており

ましたが、第１四半期連結会計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18

号 平成19年12月27日）を適用し、第１四半期連結会計期間に着手した受注制作ソフトウェア

から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められるものに

ついては工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他のものについては検収基準

を適用しております。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は27百万円、売上総利益は２百万円増加し、

営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は、それぞれ２百万円減少しております。 
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5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,993,159 1,660,761

受取手形及び売掛金 1,350,847 2,307,984

商品及び製品 87,818 50,119

仕掛品 497,839 275,950

その他 629,583 519,127

貸倒引当金 △676 －

流動資産合計 4,558,572 4,813,943

固定資産   

有形固定資産 720,444 660,285

無形固定資産   

のれん 275,576 314,054

その他 193,051 187,559

無形固定資産合計 468,627 501,614

投資その他の資産   

リース投資資産 1,151,900 738,097

その他 1,368,723 1,414,961

貸倒引当金 △22,740 △34,872

投資その他の資産合計 2,497,884 2,118,187

固定資産合計 3,686,956 3,280,086

資産合計 8,245,529 8,094,030

負債の部   

流動負債   

買掛金 294,032 557,035

短期借入金 1,023,300 949,901

1年内返済予定の長期借入金 111,510 126,830

1年内償還予定の社債 130,000 140,000

未払法人税等 3,474 100,147

賞与引当金 149,101 295,730

その他 828,453 565,042

流動負債合計 2,539,871 2,734,686

固定負債   

社債 220,000 340,000

長期借入金 75,000 －

リース債務 1,209,934 734,904

退職給付引当金 1,166,889 1,073,150

役員退職慰労引当金 310,056 304,298

その他 22,648 22,648

固定負債合計 3,004,528 2,475,002

負債合計 5,544,400 5,209,688
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 438,750 438,750

資本剰余金 903,593 903,593

利益剰余金 1,382,581 1,573,009

自己株式 △19,374 △19,374

株主資本合計 2,705,549 2,895,978

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,968 △12,265

為替換算調整勘定 △2,452 628

評価・換算差額等合計 △4,420 △11,636

純資産合計 2,701,129 2,884,341

負債純資産合計 8,245,529 8,094,030

－7－
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 8,697,654 8,152,652

売上原価 7,253,848 7,092,684

売上総利益 1,443,806 1,059,967

販売費及び一般管理費 1,211,034 1,171,371

営業利益又は営業損失（△） 232,771 △111,403

営業外収益   

受取利息 3,345 2,448

受取配当金 3,038 2,580

契約解除精算金 7,941 －

受取家賃 7,075 6,721

受取保険金及び配当金 12,566 13,603

補助金収入 － 32,699

雑収入 4,702 3,960

営業外収益合計 38,670 62,014

営業外費用   

支払利息 14,531 12,244

雑損失 2,399 1,772

営業外費用合計 16,930 14,017

経常利益又は経常損失（△） 254,511 △63,406

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,350 1,350

投資有価証券売却益 － 909

その他 218 －

特別利益合計 1,568 2,259

特別損失   

固定資産除却損 4,350 1,187

株式交換関連費用 20,016 －

投資有価証券評価損 － 6,234

その他 9,977 －

特別損失合計 34,344 7,421

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

221,735 △68,568

法人税等 118,081 8,479

少数株主利益 5,576 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 98,077 △77,047
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（3）継続企業の前提に関する注記 

    該当事項はありません。 

 

（4）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

   該当事項はありません。 
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